
 

令和元年度畜産業振興事業の実施等について 

１ 事業実施主体の公募について 

令和元年度畜産業振興事業については、公募要領に基づき、継続事業等を除く１１

事業について、平成３１年１月１１日から２月１２日の間で事業実施主体の公募を実

施し、３月７日に外部委員及び機構職員からなる審査委員会を開催して、事業実施主

体の候補者を選定した。その後、３月１１日に、事業実施主体候補者を決定し、結果

の通知を行った。 

また、上記の公募において昨年度実施の実績があるものの応募のない地域があった

２事業及び上記の公募時に公募を行わなかった１事業について、平成３１年３月１日

から３月１４日の間で事業実施主体の追加公募を実施し、３月２２日に審査委員会を

開催し事業実施主体候補者を決定して結果を通知した。 

事業実施主体候補者の公募の公告と、事業実施主体候補者の選定結果の公表について

は、機構のホームページ等により行っている。 

 

〔参考〕令和元年度公募対象事業 

１ 酪農経営支援総合対策事業 

２ 肉用牛経営安定対策補完事業 

３ 養豚経営安定対策補完事業 

４ 堆肥舎等長寿命化推進事業 

５ 国産畜産物安心確保等支援事業 

６ 畜産特別支援資金融通事業 

７ 食肉流通改善合理化支援事業 

８ 畜産副産物適正処分等推進事業 

９ 畜産経営安定化飼料緊急支援事業 

10 酪農労働省力化推進施設等緊急整備対策事業 

11 国産乳製品等競争力強化対策事業 

 

 ２ 事業の審査・採択について 

（１）事業の円滑かつ早期の執行を図る観点から、事業実施要綱等を４月１日までに制

定し、機構ホームページにて公表した。 

また、必要に応じて、全国説明会を開催し、事業実施計画の早期提出に向けた指導、

ヒアリングを行っている。 

（２）事業の採択に当たっては、費用対効果分析又はコスト分析手法を適用している（詳

細は、資料５－１を参照）。 

（３）令和元年度の審査・採択の状況は、別表のとおりである。

※ 事業実施期間が複数年度にわたる事業（基金

事業を含む。）については、当該実施期間の当初

に公募を行い、原則として事業実施期間終了ま

でその事業実施主体が継続して実施。 

  また、疾病や災害の発生、経済情勢等の急激

な変化に対応する緊急対策事業については、公

募によらず事業実施主体を特定して実施 

資料５－２ 
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(別表) 

令和元年度畜産業振興事業の審査・採択状況（令和元年５月末日現在） 

「種類・件数」欄の○印は「費用対効果分析手法」、◇印は「コスト分析手法」、☆印は「目標設定・

評価」、件数は交付決定又は事業実施計画の承認件数である。 

事 業 名 事 業 実 施 主 体 名 審 査 状 況 種類・件数

加工原料乳等生産者経営安

定対策事業 

農協連等 

生乳生産者 

３月２６日 実施要綱改正 

４月２３日 交付決定 

◇ 

１件 

酪農経営支援総合対策事業 (一社)中央酪農会議 

都道府県団体 

(一社)酪農ヘルパー全国協会 

(一社)家畜改良事業団 

全国酪農業協同組合連合会 

(一社)J ミルク 

３月２７日 実施要綱改正 

４月１２日 実施要領承認 

４月２３日 実施要領承認 

４月２６日 実施要領承認 

◇ 

肉用牛経営安定対策補完事

業 

(一社)全国肉用牛振興基金協会 

(公社)中央畜産会 

都道府県団体 

(一社)日本家畜商協会 

３月２８日 実施要綱改正 

５月２７日 交付決定 

◇ 

１件 

養豚経営安定対策補完事業 (一社)日本養豚協会 

(一社)全日本畜産経営者協会 

都道府県団体 

生産者集団(3 戸以上) 

３月２９日 実施要綱改正 ◇ 

堆肥舎等長寿命化推進事業 (一財)畜産環境整備機構 

(公社)中央畜産会 

３月２８日 実施要綱制定 ◇ 

畜産高度化推進リース事業 (一財)畜産環境整備機構 ３月２９日 実施要綱制定 ○◇

国産畜産物安心確保等支援

事業 

(一社)家畜改良事業団 

(公財)日本食肉消費総合セン

ター

(一社)日本食鳥協会 

 (公社)日本動物用医薬品協会 

３月２６日 実施要綱改正 

５月２０日 実施要領承認 

５月２７日 交付決定 

◇ 

１件 

畜産特別支援資金融通事業 (公社)中央畜産会 

都道府県団体 

３月２８日 実施要綱改正 

４月１０日 実施要領承認 

◇
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事 業 名 事 業 実 施 主 体 名 審 査 状 況 種類・件数

  ５月１０日 交付決定 

５月２３日 実施要綱改正 

１件 

家畜防疫互助基金支援事業 

 

(公社)中央畜産会 

都道府県団体 － 

◇ 

 

食肉流通改善合理化支援事

業 

(公社)日本食肉市場卸売協会 

 (公財)日本食肉消費総合セン

ター 

(一社)日本食鳥協会 

全国食肉事業協同組合連合会 

(一社)全国肉用牛振興基金協会 

事業協同組合等 

３月２６日 実施要綱改正 

３月２９日 実施要綱改正 

４月８日 実施要領承認 

４月１１日 実施要領承認 

４月２３日 実施要領承認 

 

○◇ 

 

 

 

 

 

 

畜産副産物適正処分等推進

事業 

(一社)日本畜産副産物協会 ３月２６日 実施要綱改正 

４月４日 実施要領承認 

◇☆ 

 

 

畜産経営安定化飼料緊急支

援事業 

協同組合日本飼料工業会 

全国農業協同組合連合会 

３月２９日 実施要綱改正 

４月１２日 実施要領承認 

４月２５日 交付決定 

 ◇ 

 

１件 

畜産経営災害総合対策緊急

支援事業 

(一社)中央酪農会議 

都道府県団体 

生産者集団(3 戸以上) 

農協連 

３月２９日 実施要綱制定 

５月７日 実施要領承認 

 

◇ 

 

酪農労働省力化推進施設等

緊急整備対策事業 

(公社)中央畜産会 ３月２９日 実施要綱制定 ○◇ 

国産乳製品等競争力強化対

策事業 

(一社)中央酪農会議 

農協連 

株式会社等 

３月２８日 実施要綱改正 

 

◇☆ 

 

畜産物処理加工施設非常用

電源緊急整備事業 

農協 

農協連 

乳業者等 

２月２１日 実施要綱制定 

４月１６日 計画承認 

５月３１日 計画承認 

◇ 

 

肉用子牛生産者補給金制度

特別強化対策事業（融資準備

財産) 

(一社)全国肉用牛振興基金協

会 

３月１８日 実施要綱改正 ◇ 
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事 業 名 事 業 実 施 主 体 名 審 査 状 況 種類・件数

畜産経営維持緊急支援資金

融通事業（畜産経営維持緊急

支援資金融通事業基金） 

(一社)畜産生産者団体協議会 

－ 

◇ 

食肉加工施設等整備リース

事業貸付機械取得資金造成

事業（貸付機械取得資金） 

日本ハム・ソーセージ工業協同

組合 － 

◇ 

配合飼料価格安定基金運営

円滑化等事業 

(公社)配合飼料供給安定機構 ３月２６日 実施要綱改正 ◇
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